
１.事務事業の目的・概要

２.成果参考指標

(1)

3.事業費 4.改善策の実施状況

5.評価時点での現状（客観的事実・データなどに基づいた現状）

①困っている「状況」

②困っている状況が発生している「原因」

③原因を解消するための「課題」

８．今後の方向性（課題にどのような方向性で取り組むのかの考え方）

９．追加評価（任意記載）　

式・
定義

0.00

７.まだ残っている課題（現状の何をどのように変更する必要があるのか）６.成果があったこと（改善されたこと）

単位

0.00

・林業・木材産業改善資金については、事業者の設備投資等の規模・タイミングなどの情報を的確に把握し、貸付対象となる事業の効果や熟度から優先順位を判断し
て適時適切な貸付に努める。
・木材産業等高度化推進資金については、協議会等を開催して情報収集を行うとともに、金融機関と連携して事業者等へのＰＲに努める。
・島根県木材協同組合育成資金については、事業者の資金需要に適時適切に対応した貸付を実施し、事業の円滑化を図る。
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◎課（室）内で事務事業評価の議論を行うにあたっては、本評価シートのほか、必要に応じて、「予算執行の実績並びに主要施策の成果」や既
存の事業説明資料などを活用し、効率的・効果的に行ってください。

◎上記「５．評価時点での現状」、「６．成果があったこと」、「７．まだ残っている課題」、及び「８．今後の方向性」について、議論がしやすいよう
に、「５．評価時点での現状→６．成果があったこと」、又は「５．評価時点での現状→７．まだ残っている課題→８．今後の方向性」が一連の流れ
となるよう、わかりやすく、ストーリー性のあるシート作成に努めてください。
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改善資金件数＋高度化推進資金件数＋木協育成資金件数
実績値

達成率

12.00
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事務事業の名称 林業・木材産業制度資金融資事業

事務事業評価シート（評価実施年度：平成２7年度） 上位の施策名称

事務事業担当課長 林業課長　桑本幸夫

施策Ⅰ－２－１　売れる農林水産品・加工
品づくり

電話番号 0852-22-5167

目
的

（１）対象 林業・木材産業の事業体

（２）意図 制度資金等の支援により、林業・木材産業の改善や高度化を図る。

10.00

目標値

・県内の林業者及び木材関連業者が、循環型林業の確立
に向け、林業・木材産業の改善や高度化を図る事業展開
を進める中、それらの資金需要や国庫補助事業等の採択
見通しなどを地方機関と連携して把握し、当該資金を適
時適切に貸付できるように努めた結果、概ね事業者の要
望に添って貸付ができた。

・資金需要が変動し、貸付枠の確保・調整が必要な状況となっている。

26年度 27年度
指標名 貸付件数

年度 23年度

　林業を巡る情勢の著しい変化に対応して、林業者及び木材関連業者の経営の安定や健全化を図るためには、経営の近代化、資本整備の高度化の推進など経営の
改善合理化を更に推進する必要がある。このため、林業者及び木材関連業者等に対して、林業・木材産業改善資金、木材産業等高度化推進資金、木材協同組合育
成資金等の無利子又は低利な林業関係制度資金を融通し、林業及び木材産業の健全な発展を推進する。

・林業・木材産業改善資金の貸付実績は、Ｈ２３：３件４２，９７０千円、Ｈ２４：４件６０，０００千円、Ｈ２５：５件１６，４３０千円、
Ｈ２６：１件７，５６０千円となっており、国庫補助事業等の実施状況により増減がある。
・木材産業等高度化推進資金は、貸付実績がＨ２３～Ｈ２６：０件となっている。
・島根県木材協同組合育成資金は、貸付実績がＨ２３：９件２６６百万円、Ｈ２４：９件２６４百万円、Ｈ２５：５件１９５百万円、Ｈ２６：４件１３３百万円と
なっており、減少傾向にある。

うち一般財源（千円） 4 17

２６年度実績 ２７年度計画

事　業　費（b）（千円） 147,262 233,907

単位

13.00

・経済情勢や国庫補助事業等の実施状況により資金需要が変動する。

・資金需要の定時適切な把握が必要である。

％

5.00

前年度の課題を踏まえた
改善策の実施状況

③改善策を検討中


